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1．はじめに

　周知のように，日本の研究・技術開発の人材や

知的水準のレベル，或は研究開発費の GDP に占

める比率などは世界的にみて高い位置にある 1）2）．

一方，IMD によると「企業競争ランク」や「マ

ネジメントの水準」はかなり低いという状況であ

る 3）．

　知的水準や研究開発された技術ストックはある

が，それがそのまま製品化や事業開発などの実用

レベルにつながらないという大きな問題がある．

この技術ストックを，実際の製品の生産や新事業

の展開にまで結びつけていくことが日本における

大きな課題となっている．しかし，高いレベルの

知識や開発した技術が，新規事業開発や新製品に

結びつかないことの理由は，色々考えられる．ま

ず，研究・開発活動そのものが製品化や事業化に

結びつく方向でなされているのかという疑問があ

る．また，ストックされた技術の質が高いのかと

いう疑問もある．さらに，ストックされた技術・

知的資源を新製品や新事業に結びつけていく経営

力がないのではないかという疑問もある．技術こ

そが経営価値を高める基盤であるという認識を基

本に，これらの問題を解決して技術とマーケット

と経営を融合しようというマネジメント・オブ・

テクノロジー（MOT），或はテクノロジー・マネ

ジメント（TM）が要請され，研究がなされ，教

育がなされている．

　しかしながら経営，市場，技術を統合する体系

の展開，そのための具体的な仕組み作りやシステ

ム作りがなされているとは言いがたい状況であ

る．一方 ICT の高度な展開がなされ，経営情報

システムへの利用が経営戦略上要請されていると

ころである．

　本論はこのような状況を踏まえ，ICT を利用し

た「経営，市場，技術を統合する体系的な仕組み

のフレーム」を構築し，そのためのシステムを開

発する具体的な方法を提示することを目的として

いる．そのためにまず，経営における MOT/TM

の課題をさらに具体的に整理する．そして MOT/

TM の研究領域を鳥瞰し，本論の位置づけを行う．

その上で技術戦略のコンセプトを確かめた後，技

術戦略支援システムの全体フレームを考察する．

最後に，システム構築の具合的な方法を示すため

に，各サブシステムの開発事例を紹介する．

2．経営における課題と MOT 研究の鳥瞰図

　調査データによると 4），事業化に至らなかった

研究テーマが 74％，製品化されなかった技術が

77％もあると報告されている．それは開発され

た技術や知識が活かされていない状況を示してお

り，研究開発と事業化・製品化の間にギャップが

あることを示している．そのギャップの原因とし

て色々考えられるが，1 つには研究開発プロジェ

クト立ち上げ時の研究開発テーマが，そもそも市

場や経営戦略とリンクしていないという問題点が

考えられる．また，自社のコア技術や他社の技術

をきちんと認識して，知識・技術を獲得する戦略

が展開されていないのではないかという問題点が

考えられる．また，研究開発のプロジェクト管理

が上手に行われていなのではないかという問題点

もある．また，獲得した知識・技術ストックを上
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手に活かしていく経営管理がなされていなのでは

ないかという問題点も考えられる．さらに研究開

発の体制として，経営が研究活動とリンクしてい

ないのではないかという問題点も考えられる．経

営者は研究活動にあまり関与せず，逆に研究開発

者は経営のことにあまり関心がないまま，研究開

発活動が行われているのが実情のように考えられ

る．

　このような問題点の解決に向けての研究が既に

世界的に行われている．図 1 は，PICMET（Port-

land International Conference on Management of 

Engineering & Technology）や IAMOT（Interna-

tional Association for Management of Technology）

の国際会議における発表内容を大きく整理し，分

類したものである．言うなれば Management of 

Technology（MOT）研究領域の鳥瞰図である．

大きく，まず「MOT フレームワーク」について

の研究領域がある．それから「MOT のビジネス・

マネジメント」の研究領域があり，その中がさら

に「管理のフェーズ毎の MOT 研究」，「MOT の

組織・システムに関する研究」，「MOT の資源に

関する研究」に分けられる．そして「MOT 環境」

についての研究領域，「新産業における MOT」に

ついての研究領域，「MOT 教育」についての研究

領域に分けられる．加えて，それらの研究で用い

られる「MOT 研究のアプローチ」，さらに具体的

な「MOT 研究で利用される手法」，MOT 研究で

の代表的な「キーワード」と大きく区分整理した

ものである．

　「テクノロジー・マネジメント・フレームワー

クの領域」では，マネジメント・オブ・テクノロ

ジー（MOT）/ テクノロジー・マネジメント（TM）

のコンセプト，および MOT 全体をどのような枠

組み・仕組みで行っていくかについての研究領域

で，MOT の全体像を示すものである．MOT マ

ネジメントの「管理フェーズ」では，さらに

MOT の「戦略レベル」，「研究・開発レベル」，「製

品開発レベル」，「プロセス開発レベル」に分けら

れる．それぞれのレベルに関する MOT 研究が行

われている．

図 1．テクノロジー・マネジメント研究領域の鳥瞰図
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　「MOT 組織・システム」の研究領域では，どの

ような研究開発の組織を作るべきか，どのような

情報システムを開発するのか研究が行われてい

る．「MOT 外部環境」の研究領域では，環境問題

の MOT，MOT にかかわる国の政策，技術と文

化との関係，技術の国際的な問題などの研究が行

われている．

　また「新産業」領域では，図中のような新しい

産業セクターにおけるテクノロジー・マネジメン

トの研究が，そして「MOT 教育」の領域では，

MOT に関する教育メソッドであるとか，教育カ

リキュラム等についての研究が行われている．以

上が MOT/TM に関する研究領域を大きく整理し

たものである．

　以上のような研究領域でどのような研究アプ

ローチが採用されているか，さらに具体的にどの

ような手法がとられているか，そして MOT 研究

の最近のキーワードは何かをまとめたのが以下で

ある．

　「研究方法」では，ノーマティブなアプローチ，

すなわち，「あるべき姿のデザイン」から入って

いく研究方法，アンケート調査或は実態調査を

行ってそれを纏め上げていく研究方法，ケースス

タディ的な研究方法，最初に公理をおいて演繹的

に展開して結論を出していく方法，或は実験的な

アプローチによる研究，シミュレーションによる

研究，文献学的アプローチなど多様な研究アプ

ローチが取られている．これらは MOT/TM 研究

に限ったことではなく，研究における一般的に行

われるアプローチでもある．「研究手法」では，

さらに具体的な Road Mapping,　数理計画法，

AHP，シナリオ分析といった手法が利用されて

いる．研究内容の「キーワード」は，イノベーショ

ン，競争，意思決定，コラボレーション，破壊的

創造，リスク，或はシンクロナイゼーション・

ハーモニーというようなものが共通的なキーワー

ドで，関心の所在を示しているように思われる．

　このような状況の中で，本論の「技術戦略支援

システムの構築に向けて」のテーマは，まず「テ

クノロジー・マネジメント・フレームワーク」に

関するものと位置づけられる．MOT マネジメン

トの「管理フェーズ」では，「MOT の戦略レベル」

に関するもので，経営戦略の 1 つである技術戦

略を対象にしている．「MOT 組織・システム」で

は ICT を利用して技術戦略を支援する仕組みで

ある「情報システム」を具体的に考えようという

ことである．したがって研究アプローチとして

は，技術戦略を支援する情報システムの「あるべ

き姿をデザイン」して，それに基づいて具体的な

システム構築法を開発していこうというアプロー

チである．

3．技術戦略コンセプトと仕組み作り

　経営はマーケットと強くリンクするように展開

されるようになってきているが，技術とのリンク

が希薄であったというところが大きな課題であっ

た．これからは経営，マーケットおよび技術がリ

ンクしたかたちでマネジメントされていかなけれ

ばならないわけである．技術も経営戦略の 1 つ

として，明確に位置づけられて技術戦略として展

開さていく必要がある．したがって戦略的テクノ

ロジー・マネジメントのコンセプトとしては，

「1）経営トップのリーダーシップのもと，2）研

究・開発を経営戦略の 1 つと位置づけ，3）企業

戦略と整合性をとりながら，市場性を織り込ん

だ，トータルな研究・開発計画を立て，4）知識・

技術力を高め，事業開発，製品開発へと結びつけ

て，企業価値の維持発展を図る管理」とまとめら

れる．さらにこのコンセプトを具体的に実現する

仕組みを考えていかなければならない課題があ

る．実際に役立てるには，コンセプトを実現する

何らかの仕組み，システムが不可欠である．すな

わち，経営戦略と研究開発を結びつける仕組み，

システムを考えなければならない．また研究開発

の成果を事業や製品開発に結びつけていく仕組

み，或は経営者，研究開発担当者，市場関係者を

組織的に結びつけていくシステムを考えていく必

要がある．そこでこれらの仕組みとして ICT
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（Informa-tion & Communication Technology）を

利用した「技術戦略支援システムというもののあ

るべき姿を」デザインし，さらに具体的にシステ

ム化する方法を提示することが本論の狙いとな

る．

4．技術戦略支援システムに向けて

　フォレットは，かつて「状況の法則」5）という

経営管理の原則を提唱した．「問題解決，或は管

理は，X 理論的に専断的命令によって行わせるの

ではなく，問題の置かれている状況を共有するこ

とによって，問題解決させていく」という趣旨で

ある．この考え方は，当時革新的な考え方の提案

であったが，現実化することは困難であった．こ

の考えに共感しても，それを実現する仕組み，シ

ステムがなかったわけである．しかし，ICT 技術

の目覚しい発展，および「変化の加速化，グロー

バル化社会」へのフレキシブルな適応が必須な経

営において，フォレットのこのコンセプトは再び

見直されるようになった．すなわち，ICT の発展

はそのコンセプトを実現するようになった．

　「組織全体のビジョンや経営戦略，組織が持っ

ている資源やコア技術の状況，外部環境状況の認

識などを，組織全体で共有化し，その状況下で組

織参加者が自立協調的に問題解決や創造活動をす

る」というのが組織的理想と考えられる．この状

況を共有する，また協調的な創造活動ができるよ

うな仕組み，システムを作ることが，ICT の発展

によって可能になってきたわけである．以下 ICT

を利用した技術戦略支援のシステムのあり方につ

いて考察する．

　現在研究開発担当者が，その企業の戦略とか，

コア技術，或は市場や他社の企業外部状況を共有

しているかというと，ほとんどその認識はなく研

究活動に没頭しているのが現状である．そのよう

な状況では研究開発のテーマそのものが，企業経

営や市場から離れてしまう可能性がある．

　したがって，はじめに組織参加者全員のための

ポータルサイト・システムを作ることによって，

ヒューマンネット，人間同士のネットワーク作り

を支援することが考えられる．これにより先ず情

報の共有化や協調活動が可能になり，最も基盤と

なる情報システムである．その基盤の上に以下の

ような技術戦略支援のための諸システムが考えら

れる．

　まず 1 番目に，知識や技術を獲得する戦略に

ついて，自社のコア技術と外部の研究開発情況を

認識して，自社で技術を開発すべきなのか，或は

買うべきなのか，make or buy ということを考え

ていくことが必要である．そして自社で開発する

となれば，創造的な R&D 活動をいかに展開して

いくかが問題になる．一般的に研究は個人に依存

する部分が多い．新発見や新発明の多くは，個人

に依存するが，一方開発は組織的に行うことが

ベースになる．したがって，創造的研究開発のマ

ネジメントは，個人の自由度と組織的なマネジメ

ント，クリエーティブ・リサーチとパワー・リ

サーチ，そのバランスが重要になる 6）．創造的研

究は個人にかなり依存するので，その個人間のコ

ラボレーションを可能にするような上述のヒュー

マンネット支援システムが有効になる．また知識

ストックというのは，個人に内在している部分が

多いので，それを顕在化して，全社的・組織的に

共有化することも必要になる．

　2 番目に創造的な研究・開発を，経営戦略や市

場とリンクさせていくためには，個々の R&D プ

ロジェクトを起案する前に，戦略と結びつけた大

きな研究の方向，ベクトルを組織的に決めおくこ

とが重要である．現状では事業部や事業部研究

所，中央研究所等から R&D プロジェクトがボト

ムアップ的に起案されてくるが，その前に全社的

な観点から研究開発のベクトルを上手に決めてお

くことが，経営戦略，市場と技術開発を連携させ

る仕組みとして必要である．

　3 番目としては，自社の顕在的技術とか潜在的

な技術，そしてコア技術を正確に認識して置くこ

とが必要である．自社の技術を抽出し，それらの

技術を評価して，それらを例えば，技術マップと
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いうような形に展開して，知財・技術ストック・

データベースを作って，組織全体でそれを共有し

ておくことが，MOT/TM としてやはり基礎であ

る．

　4 番目としては，経営戦略，コア技術，経営資

源等を踏まえて，全社的にいかに R&D プロジェ

クトを，評価・選択するかである．その支援のシ

ステムも必要である．

　5 番目は，MOT/TM としては R&D プロジェク

トが決定した後，いかに効率的にプロジェクトを

進行させるかの管理が必要になってくるが，その

支援システムも重要である．

　6 番目は，研究開発活動の結果，ストックされ

た組織の知識・技術をいかに活用していくかの知

財の管理が求められる．特許は，保持するのに大

変費用が掛かる．特許を戦略的観点から押さえて

おくべきなのか，売るべきなのか，或は廃棄すべ

きなのか，そのような知財の活用を支援するシス

テムも考えなければならない 7）．

5．技術戦略支援システムの全体像

　以上，述べたような技術戦略を支援するシステ

ムを「技術戦略支援システムの全体像」としてま

とめたのが図 2 である．技術戦略としては企業

ビジョン・戦略，技術予測・技術将来ビジョンな

どを所与として，ポータルサイト・システムで全

体をくくる形になる．そして，組織全体の知識・

技術の抽出システム，そして抽出された技術の評

価を支援するシステムと，それらを収めるデータ

ベースを中央に置いている．そして，知識・技術

を自社で作るのか，買うのかという「知識・技術

獲得の戦略支援システム」，将来ビジョンや戦略

と自社技術との関係から，組織として進めるべき

「研究のベクトルを決めるシステム」がその周り

にある．またボトムアップされてきた各 R&D プ

ロジェクトを資源制約のもとで「評価・選択する

システム」，R&D プロジェクトが決定された後の

効率的な実行を支援する「プロジェクト管理支援

システム」がある．そしてその結果の成果である

知財・特許の戦略的活用を支援するシステムがあ

る．全体としてはこのような形になって，ポータ

ルサイトから組織参加者全員がこれらを見たり，

利用したり，コラボレーションしたりすることが

可能な形である．

　図 3 は，それを異なった切り口で描いたもの

である．経営者，企画部，研究所長，R&D の管

理者，研究者，事業部長など，様々なユーザーが，

ポータルサイトから入って，お互いに意思疎通

図 2．技術戦略支援システムの全体像
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し，情報を共有し，そして各サブシステムを活用

し，自主的協調活動が出来る仕組みになる．中心

にはデータベースが位置しているが，技術マップ

や経営戦略，外部情況などのデータが入ってい

る．それをユーザーは検索システムを通して引き

出し，利用する．その周りに記述したような様々

な支援システムがあり，それを利用して支援を受

ける．したがって技術戦略支援システムとして

は，「ポータルサイト・システム」，「意思決定支

援システム」，「検索システム」，「データベース」

という階層が形成される．

6．サブシステムの開発例

6. 1　ポータルサイト

　デザインした技術戦略支援システムのイメージ

がより明確になるように，また具体的に開発方法

を示すために，いくつかのサブシステムの開発例

について説明する．

　まずポータルサイトを中心に考えると，様々な

社内データベース，研究スタッフの個人的なテー

マや実績等が組織的に共有される．また Web of 

Science など社外のデータベース，外部環境情報

も共有できる．それによって最新の世界中の論文

が検索でき，これから説明する研究進化図やある

テーマが与えられた場合，組織の中では誰がそれ

に関連する研究をしているのか検索システムを利

用できる．或は既述した自社の技術を抽出しそれ

を評価するシステム，組織としてどのような研究

開発の方向に進むべきかを設定する研究開発ベク

トル設定支援システム．それから，具体的に提案

された R&D プロジェクトをいかに評価し，選択

するかというシステム，今ある知財をいかに利用

するかというシステムなど，これらの意思決定支

援システムがポータルサイトから利用されること

になる．

　ポータルサイトというのは，ネットワーク上の

玄関ということで，ユーザーがこれを開いて，上

述した様々なシステムを利用する．1 つの例とし

て本学学科用に研究室で作ったシステム例を紹介

する．これは，学科に所属する学生と教員が互い

にコミュニケーションしたり，共同研究したり，

データベースを利用したりするシステムである．

また教員の教育・研究情報，授業シラバスや講義

をデジタル化し，履修計画や講義の予習や復習に

図 3．技術戦略支援システムのフレーム
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が有利と思われる技術は外部に販売するというよ

うに，技術の戦略的利用にも展開できる．

6. 2　人材検索システム 8）

　研究・開発プロジェクトの組織を作る時に，

テーマやキーワードを入れて，「このような研究

は自社の組織・企業の中で，どのような人が行っ

ているのだろうか」ということを検索するシステ

ムが，人材検索システムである．

　その検索の方法として，そのテーマの研究に関

係する人を，研究実行度，研究適合度，熟練度の

評価軸で検索し，総合評価して人材を抽出するこ

とを考えた．図 4 はそのシステム概念図である．

実行度は，入力したテーマなりキーワードに関連

したプロジェクト経験，論文，学会発表があるか

どうかで測定する．研究適合度は，研究者の長期

研究計画，研究テーマ，研究分野等で，入力と合

致しているかどうかで測定する．熟練度は一般的

な研究力と，賞，特許等を得ているかで測定する．

研究競争力は，活発に研究活動をしているかで測

役立てるシステムである．実際に利用したのは，

マイクロソフトの Share Point Portal Server であ

る．総合的な情報統合，情報共有，効率的な検索

を目指したポータルサイトとしてかなり有効であ

る．企業の場合でも，研究者同士，或は経営者と

研究者等がコラボレーションするのに便利な仕組

みで，柔軟なパーソナライズとカスタマイズが可

能で，システム管理者にとっても管理が容易なシ

ステムになっている．また，利用者が自分で容易

に編集することができるという自由度，カスタマ

イズ性も備えている．

　実際の企業の中では，セイコーエプソン株式会

社などが研究者同士のコラボレーション，或は経

営者と研究者との意思疎通できるシステムを作っ

ている例がある．一種の技術マップであり，また

ヒューマンネット情報があり，研究者同士がコラ

ボレーションできる仕組みである．技術マップを

備え，その技術を評価することによって，自社の

不足している技術を認識し，時には外部から購入

する．或は得意な技術で戦略的観点から売ること

図 4．システム概念図
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定する研究活発度で評価し，人材を検索する．

　この 3 軸でシステムの利用方法は，最初にテー

マやキーワードを入力してデータベースを検索す

る．システムは人材の検索後，実行度，適合度，

熟練度で総合評価し，最終的に順序付けられた研

究者リストを出力する．

　「このような研究をしている人は，当組織の中

では誰なのか」というリストと，その適任度が出

力されてくるため，プロジェクトを組織する時や

研究の相談，コラボレーションするときに役立つ

ことになる．

6. 3　研究進化図作成システム 9）

　研究進化図作成システムは，様々な研究データ

ベースが，組織の内外にあるという状況下で，あ

る研究のテーマや研究者の名前，キーワードを入

力すると，それに関連した研究がどのように発展

進化してきたかを，時系列を追って表示するシス

テムである．

　周知のように様々な研究に関するデータベース

があり，キーワードやテーマを入力して論文を引

き出すことや，その論文の参考文献から次の論文

を引き出すシステムは存在する．研究の発展の流

れや，最先端の研究の現状がいかなる状況かを提

示するシステム，つまり研究進化図を作成するシ

ステムは未だにない．このようなシステムがあれ

ば，研究者にとって研究テーマの探索や，研究状

況を知る上で大変役立つ．

　開発したシステムは，例えば，「辻　正重」と

入力すると，辻の研究の過程を図示する．過去ど

のような経過で研究を展開し，今現在どのような

研究をしているのかを示す．或は「経営意思決定

支援システム」というキーワードを入力すると，

これに関連した様々な研究者の研究の時系列的展

開を図示する．

　システムが行う処理手順を示したのが，図 5 で

ある．まず JDream のような研究データベースを

取り込む．そして次が抽出モジュールのステップ

である．データベース本体は，テーマ，研究者，

発表年月日，研究抄録から構成されているのが一

般であるので，それから著者名やテーマ，重要な

キーワードを抽出してモジュール化するのがこの

ステップである．この研究のモジュール化された

ものがコマである．次がこのコマ・データベース

図 5．システムの全体像　─処理部─
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の技術がどこの工程で使われているかのマトリッ

クスを作成する．多くの工程で利用されている技

術は，共通性の高い技術となる．また技術の「機

能としての評価」をする時に，鮮明度や静音度，

スピードなど，様々な技術的評価因子があるの

で，そのような因子についての評価点をつけて評

価する．一方潜在技術は，特許とか論文・レポー

トなどから潜在的な技術を抽出する．

　こうして抽出され評価された顕在的技術を，さ

らに現在この技術がどのぐらい企業の売上げに貢

献しているかという「技術重要度」，この技術が

マクロに見て成熟しきっているのか発展段階なの

か，世界レベル，国内レベルでの技術レポート数

とか特許数で「技術成熟度」を測る．そして他社

と比較して自社の技術は強いのかどうかの「技術

競争力」を評価する．この 3 軸で評価された顕

在的技術を加法モデルで総合的に評価する．

　一方潜在的技術は，自社の論文・レポート数と

か特許数を基礎にして，製品化の実現性，技術の

将来性，他社との比較での競争力の 3 軸で総合

評価する．

　最後に顕在的技術と潜在的技術との関係の強さ

を知るために，デマテル法を利用し，最終的に図

7 のようなかたちで顕在技術と潜在技術の関係を

図示して，組織的に共有する．両者の関係が強く，

かつ総合評価値の高い技術が，自社の重要なコア

技術として認識される．これらの情報を技術マッ

プとしてデータベースの中に入れ，組織的に共有

する．経営トップや企画部等が，自社の技術から

企業ビジョン・経営戦略を考える場合，これらの

情報は基盤になる．

6. 5　研究開発ベクトル設定支援システム

　企業としては，戦略との関係性，自社のコア技

術との関係から，全社的にどのような研究開発方

向を目指すべきかを決めることが重要である．こ

の研究方向決定によって，各部署の起案する

R&D プロジェクトと経営戦略に関連させること

が出来ると同時に，最終的に行う R&D プロジェ

と入力ワードと照合させて必要なコマを抽出する

ステップである．それがマッチングエンジンの部

分である．最後がそれに基づいて系統図を作る作

図モジュールである．

　キーワードやテーマ，或は研究者名を入力し

て，システムが出力した研究進化図を見て，研究

内容を詳しく見たい時は，そのコマをクリックす

れば，もとのデータベースの研究抄録が復元され

て内容を見ることが出来るようになっている．

ユーザーは，様々な切り口で，このような操作を

繰り返し展開すれば，研究に役立つ情報を得るこ

とが出来る．これは研究者だけでなく，経営者や

経営企画者にとっても，研究状況を知るのに役立

つシステムになる．このようなシステム化を特許

等にも適用することも当然考えられる．

　以上説明した人材検索システム，研究進化図作

成システムは．検索システムの一部を構成するも

のである．次に意思決定支援システムの開発事例

を説明する．

6. 4　技術抽出・評価支援システム 10）11）

　まず既述した全体システムの中での「知識・技

術の抽出・評価支援システム」について開発した

事例を説明する．

　企業や組織の持っている技術は，大きく顕在的

技術と潜在的技術に分けられる．顕在的技術とい

うのは，すでに製品や生産に活用されている技術

である．一方，未だ利用されていない特許や，個

人の中に潜在している段階の技術が潜在的技術で

ある．

　開発したシステムはまず，この 2 つの技術を

抽出する．次に顕在技術を技術重要度・成熟度・

競争力で，潜在技術を製品の実現性・将来性・技

術性で評価する．そして潜在技術と顕在技術の関

係を把握するシステムである．最終的には自社の

コア技術の認識につなげる．

　顕在技術の抽出の方法は，図 6 のように，あ

る製品を作って行くプロセスを横軸に，各プロセ

スで利用されている要素技術を縦軸にして，どこ
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クトの効率的な評価選択に役立つことになる．そ

のように全社的な研究プロジェクトの方向決定を

支援するシステムが，研究開発ベクトル設定支援

システムである．

　企業戦略と自社技術から研究開発ベクトルを決

める基本的な考えを図示したのが図 8 である．

まず，手順として企業のビジョンや戦略から，要

求される技術を引き出すステップである．例え

ば，アイゼンハワーグリッドなどを利用して，緊

急度と重要度から，企業のビジョン，或は戦略を

点数化して，重みづける．各点数化されたビジョ

ン，戦略は，どのような技術が必要なのかという

図 6．製造工程フローシート

図 7．顕在技術と潜在技術の関係
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ことを次に展開する．この戦略と技術との関連性

について，全社的・事業部別にマトリックスを作

る．この戦略と技術との関係性，及び点数化され

た戦略から，要求される技術の重要度が計算され

る．このように展開された必要技術が，既述した

「技術抽出・評価支援システム」から得られ，自

社で保有している技術か否かが判断出来る．保有

されている必要技術は自社の「強化技術」と認識

されることになる．保有されていない技術は，新

規に開発されなければならない「新規必要技術」

図 8．研究開発ベクトル策定の基本的考え方：戦略と技術とのすり合わせ

図 9．研究開発プロジェクト評価選択の基本的枠組み
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と認識される．また強化技術の中でも，「新しい

事業のための技術」と「現事業の要求技術」とが

重なっている技術が存在する．この重なっている

技術はそれだけ重要度が高いと考えられ，重要度

数値を合計することになる．このようにして戦略

的な観点から見た「強化技術」，「新規必要技術」，

及びそれぞれの重要度を得ることが出来る．

　次に，既述した技術評価から出力された自社の

持っている技術，及びその総合評価値から，ほぼ

同様な手順で「強化技術」，「新規必要技術」を評

価する．強化技術・新規必要技術と保有技術との

関連性，及び保有技術の重要度から，「強化技術

評価値」，「新規必要技術評価値」を計算する．

　このようにして現在持っている自社の技術から

得られた次期開発技術の評価値と，戦略から得ら

れた次期開発技術の評価値が得られる．両方の視

点を 2 軸にとると，各技術は大きく 4 象限に分

けられる．これにより最重要技術テーマの領域，

重要技術テーマの領域などに，次期開発技術ベク

トルの重み付けを行うことも出来る．

　各研究開発部署や研究開発者が起案を始める前

に，このような全社的観点からの研究ベクトルが

示され，これを共有しながら各プロジェクトが起

案されることになる．また経営トップ等が，最終

的な研究開発プロジェクトの選択判断をする時の

重要な情報にもなる．

6. 6　研究開発プロジェクトの評価・選択支援シ

ステム 12）

　研究開発ベクトルが共有されると，つぎに各部

署から具体的な R&D プロジェクトが起案されて

くることが想定される．そして経営戦略が共有さ

れ，資源制約もあるという状況の中でこのように

ボトムアップされてきた研究開発プロジェクトを

評価し，最終的にどれを選択するかを決定しなけ

ればならない．そのための支援システムが研究開

発プロジェクト評価・選択支援システムである．

　起案されてくる研究開発プロジェクトは．基礎

研究から，応用研究，開発研究，改良研究におよ

ぶ．また新規プロジェクトも継続プロジェクトも

ある．したがって，この R&D プロジェクト評価・

選択問題の基本的な枠組みは図 9 に示されるよ

うになる．

　評価・決定の大きな流れは，まず研究開発プロ

ジェクトを抽出して，それを戦略性・将来性・実

行性で評価して，総合評価する．そして，その総

合評価値を用いてプロジェクトの組み合わせを決

定するという手順である．

　ボトムアップされてくる研究開発プロジェクト

は，研究名，部署，組織，研究内容，期間，カネ，

予想成果などをまとめたプロジェクト・シートと

いう形で一般的には示される．これを基にして，

まずこれらの各プロジェクトが経営戦略とどのよ

うな関係にあるのか，一対比較法を用いながら，

各研究プロジェクトと企業の戦略との関係付けを

行う．これによって，各プロジェクトの戦略性を

評価しようということである．

　次に，プロジェクトの将来性を評価する．予測

される利益度，応用の範囲，ノウハウなどからそ

れを総合評価する．次に各プロジェクトの実行可

能性を示す研究成功度を，コア技術との関係度，

プロジェクト組織の人材，及び研究開発進捗度で

総合評価する．

　このようにして，各プロジェクトの戦略度，将

来性，実行性が評価され，この 3 つを加法モデ

ルで総合評価し，各プロジェクトの評価値を算出

する．そして各プロジェクトの評価値に対して，

そのプロジェクトが利用する資源・予算で各プロ

ジェクトの効率が評価される．

　最後に全社的な資源制約と基礎研究，応用研

究，開発研究，改良研究の配分方針を考慮して，

R&D プロジェクト効率が最良になるようなプロ

ジェクトの組み合わせを，数理計画法を用いて算

出する．

　このような支援システムがあれば，組織全体で

情報を共有しながらプロジェクト・ポートフォリ

オ選択，刷り合わせを行うことが出来るようにな

り，組織的決定過程が透明性を得ることになる．
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7．おわりに

　以上 MOT/TM の必要性や課題を確認した後，

TM の研究領域全体を眺めた上で，本論のテーマ

である技術戦略支援システムは，どこに位置する

かを示した．そして技術戦略コンセプトを示した

後，そのコンセプトを実現する仕組み，システム

をデザインした．したがって技術戦略の支援シス

テムのあるべき姿から展開していく立場にたっ

て，システムの全体像をデザインした．そしてそ

の全体システム像の下で，各サブシステムについ

て開発した例より具体的な開発方法を示したつも

りである．これらサブシステムはそれぞれ関連性

があり，全体として技術戦略支援システムを構成

するものである．

　本論は，経営戦略や市場，技術ビジョン等を前

提とした技術戦略支援システムであるが，一部触

れたように，技術から経営戦略への展開の方向，

あるいは相互の関係を同時にすり合わせて戦略を

作り上げていく仕組みやシステムもこれからの課

題として残っている．

　（青山学院大学理工学部教授）
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